
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
                                  
 

 

 

 

 

 

 

 

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 

 

 

 

’16.11 改定 

確定拠出年金 

運用商品ガイド 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料本資料本資料本資料のご利用にあたってのご利用にあたってのご利用にあたってのご利用にあたって    

 

 

  本資料は、確定拠出年金法第２４条および関連政省令の規定に基づき、運営

管理機関として、加入者の皆様が運用の指図を行うために必要な情報を提供す

るものです。商品提供会社または運用会社から提供された最新の情報に基づい

て作成していますが、その正確性、完全性などについて運営管理機関が保証す

るものではありません。また、今後内容については変更される場合があります。 

  

投資信託商品で償還条項がある場合、償還がなされると受益権が換金される

ことにより運営が行えなくなります。償還される場合には、概ね償還の一か月

前までに償還期日、償還の理由、その他の運用商品に預け替える場合の手続き

等を案内します。 

 

 本資料掲載の運用商品に関する実績データ等は、随時更新しています。最新

の実績データ等は、東京海上日動４０１ｋホームページでご確認ください。 

 

    

ご注意点ご注意点ご注意点ご注意点    

    

一覧表に記載している「売買順」は、加入者からの運用商品に関する売却指示以外の事務手続き上の 

理由（運用指図者期間中の手数料取崩し等）で資産を取り崩す場合の取崩し順および再買付け順です。 

※事務手続き上の理由から資産を取り崩す場合、運用商品の価格は日々変動するため、予め一定の割合

で多めに資産を取り崩し、差額をあらためて買い付けるしくみとなっています。 

詳しくは弊社４０１ｋコールセンターまでお問い合わせ下さい。 

 

東京海上日動４０１ｋコールセンター  

（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ） ０１２０－７１９－４０１ 

受付時間：平日 午前９時～午後８時 土日 午前９時～午後５時 

 （祝日・振替休日・年末年始はお休みさせていただきます） 
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運用商品一覧　および　選定理由運用商品一覧　および　選定理由運用商品一覧　および　選定理由運用商品一覧　および　選定理由

商品コード商品コード商品コード商品コード 売買順売買順売買順売買順 商品名商品名商品名商品名 商品概要商品概要商品概要商品概要

00059 17 東京海上日動のねんきん博士５年

00060 18 東京海上日動のねんきん博士１０年

以下の投資信託商品は元本確保型商品ではありません。どの運用商品も元本割れする可能性があります。以下の投資信託商品は元本確保型商品ではありません。どの運用商品も元本割れする可能性があります。以下の投資信託商品は元本確保型商品ではありません。どの運用商品も元本割れする可能性があります。以下の投資信託商品は元本確保型商品ではありません。どの運用商品も元本割れする可能性があります。

商品コード商品コード商品コード商品コード 売買順売買順売買順売買順 商品名商品名商品名商品名 商品概要商品概要商品概要商品概要

マネープー
ル

－ 01594 1 ＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオ
●マザーファンドの受益証券およびわが国の公社債を中心に投資することにより、安定した収
益の確保を目指して安定運用を行います。

パッシブ型 00954 2 東京海上セレクション・物価連動国債
●主に日本の物価連動国債に投資します。

●将来のインフレリスクを回避することにより実質的な資産価値の保全を図りつつ、安定した収
益の確保を目指します。

アクティブ型 00267 3 東京海上セレクション・日本債券
●主に日本の債券に投資します。

●ベンチマークを上回る投資成果を目標とします。

パッシブ型 01283 4 東京海上セレクション・外国債券インデックス
●主に外国の公社債に投資します。

●ベンチマークに連動する投資成果の達成を目標とします。

アクティブ型 00050 5 東京海上セレクション・外国債券
●主に外国の国債に投資します。

●ベンチマークを上回る投資成果を目標とします。

パッシブ型 01559 6 野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）
●新興国の公社債を実質的な主要投資対象とします。

●ベンチマークの中長期的な動きを概ね捉える投資成果を目指して運用を行います。

パッシブ型 00052 7 東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ
●東京証券取引所第一部に上場されている銘柄を中心に、ベンチマークとの連動性を考慮し組
入れを行います。

●ベンチマークに連動する投資成果の達成を目標とします。

アクティブ型 00056 8 東京海上セレクション・日本株式
●主に日本法人の株式に投資します。

●中長期的にベンチマークを上回る投資成果を目標とします。

パッシブ型 01284 9 東京海上セレクション・外国株式インデックス
●主に外国の株式に投資します。

●ベンチマークに連動する投資成果の達成を目標とします。

アクティブ型 00058 10 東京海上セレクション・外国株式
●主に外国の株式に投資します。

●ベンチマークを上回る投資成果を目標とします。

パッシブ型 01367 11 野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）
●新興国の株式を実質的な主要投資対象とします。

●ベンチマークの中長期的な動きを概ね捉える投資成果を目指して運用を行います。

外国ＲＥＩＴ パッシブ型 01560 12 野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）
●世界各国の不動産投資信託証券を実質的な主要投資対象とし、ベンチマークに連動する投
資成果を目指して運用を行います。

01535 13 東京海上・円資産バランスファンド（年１回決算型）
●主に国内の複数の資産（債券・株式・不動産投資信託）に分散投資し、信託財産の着実な成
長と安定した収益の確保を目指します。

●当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行います。

00054 14 東京海上セレクション・バランス３０

00053 15 東京海上セレクション・バランス５０

00057 16 東京海上セレクション・バランス７０

※商品に関する詳細については次ページ以降をご覧ください。※商品に関する詳細については次ページ以降をご覧ください。※商品に関する詳細については次ページ以降をご覧ください。※商品に関する詳細については次ページ以降をご覧ください。

※売買順については表紙裏面の「ご注意点」をご確認ください。※売買順については表紙裏面の「ご注意点」をご確認ください。※売買順については表紙裏面の「ご注意点」をご確認ください。※売買順については表紙裏面の「ご注意点」をご確認ください。

元元元元
本本本本
確確確確
保保保保
型型型型
商商商商
品品品品

投投投投
資資資資
信信信信
託託託託
商商商商
品品品品

区分区分区分区分

区分区分区分区分

保険

外国株式

バランス アクティブ型

●主に国内外の複数の資産（日本株式、日本債券、外国株式、外国債券）のマザーファンド受
益証券および短期金融資産へ分散投資し、中長期的な信託財産の成長を目指します。

●当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行います。

●保険料払込みの都度、保証期間に応じた保証利率を保証期間満了まで上乗せする積立傷
害保険です。

●保証期間満了時に保証利率分を元本に組み入れて、同一期間の保険に自動継続します。

●保証期間満了時の元本および保証利率分の支払いは、東京海上日動火災保険が保証しま
す。制度上の支払い（老齢年金・老齢一時金・障害給付金・死亡一時金・脱退一時金・転職のた
めの解約）時にも元本および保証利率分を保証します。

●傷害事故で死亡した場合、死亡日の前月末残高に１０％上乗せした金額を保険金として支払
います。

国内債券

外国債券

国内株式

【運用商品の選定理由】

東京海上日動では専門的知見に基づき、過去の運用実績・格付け等の明確な指標に基づく定量評価、運用商品の取扱機関・運用会社の経営の健全性・リスク管理体制等の定性
評価および運用商品組合せに要する費用等を総合的に勘案し、加入者の皆様のためにリスク･リターン特性の異なる下記の運用商品を選定しました。特に投資信託商品につき
ましては、高度な専門性を有する第三者評価機関の分析レポート等も参考としています。各運用商品の選定にあたって留意した特徴は以下のとおりです。
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①

②

③ 保証期間が満了した場合は、新たな保証利率が自動的に設定されます。

④ 保証利率を上回る運用成果があった場合、契約者配当金が加算されます。

⑤

⑥

⑦

※ 事故日の属する月以後に払込まれた保険料は積立金残高には含めず、その保険料相当額を返れいします。

※ 保険金が支払われる条件等について、後記「16.保険金の支払について」をご確認ください。

⑧

※ 解約控除が適用されるケース等については、後記「14.解約控除適用の有無」をご確認ください。

【毎月の契約と自動継続のイメージ図】

※ 保証利率の設定や、返れい金の計算は単位保険ごとに行われます。（後記「注1：単位保険について」を参照。）

※ 保証利率とは、契約管理等に係る諸費用が控除された後の実質利率です。

東京海上日動のねんきん博士５年

毎月の拠出金（払込保険料）に対し「保証利率」が適用され、保証期間満了時等において利率
保証がされている積立型の保険です。

各月の保険料に適用される保証利率は、市中金利に応じて毎月決定され、保証期間において
保証されます。

老齢給付金等の受給時や離転職等による移換で解約する場合、返れい金の額は、拠出金（払
込保険料）に保証利率を上乗せした積立金残高となります。

利率保証型積立傷害保険
商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

他の運用商品への預替え（スイッチング）のため解約する場合、解約控除が適用され、返れい
金が元本（払込保険料）を下回ることもあります。
ただし、当該控除には、その時点での残高に対して５ ％の上限が設定されています。

ケガによる死亡の場合には、死亡日の前月末残高に１０ ％上乗せした金額が保険金（死亡一
時金）として支払われます。

保証期間満了前に受給可能年齢となる場合（例：55歳や60歳など）に関係なく、ご購入いただく
ことができます。
なお、保証期間満了前でも老齢給付金等の受給のために解約する場合は、解約控除は適用さ
れません。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

毎月の払込保険料に対し市中金利に応じた保証利率が設定され、利率保証期間（５年）に応じ
た契約を積上げていくイメージになります。

確定拠出年金向け説明資料

口保割割適１９９

本商品は元本確保型の商品です

１．基本的性格

保証利率は、単位保険
ごとに保証されます。

保証期間満了時には、新しい
保証利率が設定されます。

＜単位保険＞

＜単位保険＞

＜単位保険＞

毎月の保険料

 ５年間の保証利率　Z3 %

     　５年間の保証利率　Y3 %     　５年間の保証利率　Y2 %５年間の保証利率　Y1 %

     ５年間の保証利率　Z2 %５年間の保証利率　Z1 %

     　５年間の保証利率　X3 %     ５年間の保証利率　X2 %５年間の保証利率　X1 %

口保割割適１９９
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2.保険の種類 9.持分の計算方法
・

・

3.拠出単位/拠出限度額
・ 10.預替え（スイッチング）時の取扱い
・ ・

・
・

・

4.保険期間

・
5.保証利率の設定/適用
・

・

11.中途退職時の取扱い

6.保証利率の適用期間

12.運用勘定

7.契約者配当金
・ 13.損失の可能性・セーフティネットの有無

・

8.保証期間満了時の取扱い
・

・

※実際に解約の際のお受取金額等については、記録
関連運営管理機関のＷｅｂ、コールセンターでご確認
ください。

預替え（スイッチング）による解約は全部あるいは
一部について随時可能です。
解約の際には、解約返れい金として持分額が支
払われます。
預替え（スイッチング）時の市中金利と残存年数
等に応じて解約控除が適用されることがありま
す。
※解約控除が適用される条件等については、後記
「14.解約控除適用の有無」をご確認ください。
適用される解約控除額がそれまでの利息相当額
を上回り、結果として受取金額が元本を下回るこ
とがありますが、当該控除には、その時点での残
高に対して５ ％の上限が設定されています。

東京海上日動のねんきん博士５年
利率保証型積立傷害保険

商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

確定拠出年金法及びその政省令に定める元
本確保型の運用方法に該当する損害保険契
約です。

積立金は、元本に、保証利率を乗じて求めた利
息相当分を加えて計算されます。
解約控除が適用される場合、積立金から解約控
除額が差し引かれた金額が持分となります。

拠出金額は１円以上、１円単位です。
毎月の保険料は、確定拠出年金制度上の拠
出限度内であれば自由に設定できます。
　（払込の一時中断も可能です。）
他商品からの預替えについても、金額の制限
はありません。

初回分保険料の入金があった月の翌月１日
から給付の終了時まで。

保証利率は、市中金利の動向を踏まえ、毎月
設定されます。
当月の保証利率は、当月1日から末日までの
間に商品提供会社に入金された保険料に適
用されます。

引受保険会社が破綻した場合等には、保険金、
返れい金等の支払いが一定期間凍結されたり、
金額が削減されることがあります。
なお、経営が破綻した場合には、この保険は「損
害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険
金、返れい金等は原則として90％まで補償されま
す。ただし、破綻後に予定利率等の変更が行わ
れた場合には90％を下回ることがあります。
また、引受保険会社の経営が破綻した時点で、
保険料等の算出の基礎となる予定利率が主務大
臣の定める基準利率を過去5年間常に超えてい
た場合、補償割合は90％を下回ります。
(平成22年3月1日現在)
詳細については「損害保険契約者保護機構:問
い合わせ先〒101-8335東京都千代田区神田淡
路町2丁目9番地(損保会館内)tel03-3255-1635」
までお問い合わせ下さい。

本商品は特別勘定を用いた商品ではありません。

離転職などにより、個人型年金や他の企業型年
金に移換する場合には、その時点での積立金残
高が移換されます。　（解約控除はありません）。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

※保証利率は契約管理等にかかわる諸費用を予
め差し引いた後の実質利率です。

保証利率は５年間適用されます（期中で変更
することはありません）。

資産の運用が予定した利率を上回った場合
に、保証期間が満了する月の初日に積立金
残高に上乗せすることにより契約者配当金が
支払われます。
保証期間の満了以前に失効または解約され
た契約については、契約者配当金は支払わ
れません。

利率保証期間満了時における市中金利の動
向を踏まえ、新たな保証利率が自動的に設定
され、適用されます。
新たに適用される保証利率は、次の利率保証
期間満了時まで保証されます。

確定拠出年金向け説明資料

本商品は元本確保型の商品です
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14.解約控除適用の有無

「解約の理由」が「預替え」の場合にのみ、解約控除が適用となります。

※

15.給付について

給付事由によって、下表の通り返れい金または、ケガによる死亡の場合に保険金が支払われます。

Ⅰ　老齢 　老齢給付金 　返れい金（積立金残高を取り崩して支払われます。）

Ⅱ　障害 　障害給付金 　返れい金（積立金残高を取り崩して支払われます。）

Ⅲ　死亡 　ケガ 　死亡一時金 　保険金（死亡日の前月末の積立金残高に10％上乗せした金額が
　支払われます。）

　病気等 　返れい金（積立金残高を取り崩して支払われます。）

※ 老齢給付金、障害給付金は年金または一時金で支払われます。
※ 老齢給付金、障害給付金を年金でお受け取りになる場合は、「積立金残高」の一部を取り崩して支払われます。
※ ケガによる死亡で死亡一時金が支払われる場合、事故日の属する月以後に払込まれた保険料は「積立金残高」

には含めず、その保険料相当額を返れいします。

16.保険金の支払について

※

※

※ 保険金が支払われない場合（免責条項）について、詳細は後記「注2：免責条項について」の通り。

給付事由 給付の種類

東京海上日動のねんきん博士５年
利率保証型積立傷害保険

商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

確定拠出年金制度上の取り扱い

解約の理由 お受取方法  解約控除の適用
①老齢給付金の受け取り

この保険はケガ（急激かつ偶然な外来の事故によって身体に被った傷害）による死亡を対象とするものです。
病気による死亡は保険金支払の対象になりませんのでご注意ください。

病気による死亡を含め、保険金が支払われる事故以外の原因によって亡くなられた場合には、返れい金とし
て死亡時点での積立金残高が支払われます。

保険金が支払われない主な場合

　①故意、重過失、自殺、犯罪または闘争行為によるケガ
　②脳疾患、疾病または心神喪失によるケガ
　③無資格運転または酒酔運転中のケガ
　④地震、噴火、これらによる津波、戦争、暴動等を原因とするケガ
　⑤妊娠・出産・流産または外科的手術その他の医療処置　など

分割年金・一時金 なし
②脱退一時金の受け取り 一時金 なし
③死亡一時金の受け取り 一時金 なし
④障害給付金の受け取り 分割年金・一時金 なし

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

⑤離転職等による移換 一時金 なし
⑥預替え 一時金 あり※

保険金が
支払われる場合

事故によるケガのため事故の日からその日
を含めて１８０日以内に亡くなられた場合

金利上昇時に他の商品に預替えた場合は、預替え時の市中金利に応じて計算
される解約控除（時価調整）が適用されることがありますので、お支払金額が元
本（入金保険料・継続保険料）を下回ることがあります。

確定拠出年金向け説明資料

本商品は元本確保型の商品です

本商品での取扱い～返れい金等の種類

口保割割適１９９
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17.ご加入に当たってのご注意 注2：免責条項について

注1：単位保険について
・

・

・

次の各号に掲げる事由のいずれかによって生じた傷
害に対しては、保険金は支払われません。
(1)保険契約者*1または被保険者の故意または重大
な過失
(2)保険金を受け取るべき者*2の故意または重大な過
失。ただし、その者が死亡保険金の一部の受取人で
ある場合には、保険金を支払わないのはその者が受
け取るべき金額に限ります。
(3)被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為
(4)被保険者が次のいずれかに該当する間に生じた
事故
ｱ.法令に定められた運転資格*3を持たないで自動車
を運転している間
ｲ.酒に酔った状態*4で自動車を運転している間
ｳ.麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の影響
により正常な運転ができないおそれがある状態で自
動車を運転している間
(5)被保険者の脳疾患、疾病または心神喪失
(6)被保険者の妊娠、出産、早産または流産
(7)被保険者に対する外科的手術その他の医療処
置。ただし、外科的手術その他の医療処置によって
生じた傷害が、当会社が保険金を支払うべき傷害の
治療によるものである場合には、保険金を支払いま
す。
(8)被保険者に対する刑の執行
(9)戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、
武装反乱その他これらに類似の事変または暴動*5
(10)地震もしくは噴火またはこれらによる津波
(11)核燃料物質*6もしくは核燃料物質*6によって汚
染された物*7の放射性、爆発性その他の有害な特性
またはこれらの特性による事故
(12)(9)から(11)までの事由に随伴して生じた事故、ま
たはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故
(13)(11)以外の放射線照射または放射能汚染

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

東京海上日動のねんきん博士５年
利率保証型積立傷害保険

商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

*1 保険契約者が法人である場合は、その理事、取締
役または法人の業務を執行するその他の機関をいい
ます。
*2 保険金を受け取るべき者が法人である場合は、そ
の理事、取締役または法人の業務を執行するその他
の機関をいいます。
*3 運転する地における法令によるものをいいます。
*4 アルコールの影響により正常な運転ができないお
それがある状態をいいます。
*5 群衆または多数の者の集団の行動によって、全国
または一部の地区において著しく平穏が害され、治
安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。
*6 使用済燃料を含みます。
*7 原子核分裂生成物を含みます。

当月の保証利率は当月中に払い込まれた全ての保険料
に適用され、翌月1日時点で当月の保証利率に基づく1ヶ
月分の金利が付されることになります。
なお、保険責任の開始日は、初回分保険料の入金が
あった月の翌月１日からとなります。

適用保証利率の設定や解約控除の適用は、単位保険ご
とに行われます。したがって、加入者持分の積立金や解
約返れい金は、保険料の入金時期に対応する単位保険
ごとにまず計算され、各単位保険の計算結果を合計する
ことによって求めます。

本商品では、仕組上、毎月の保険料入金に対応して独
立した保険を設定します（これを“単位保険”と呼びま
す）。
入金された掛金等（毎月の掛金、および、他の運用商品
からの預替え金）は、新たに設定される単位保険の保険
料として充当されます。

（ご契約形態）
この保険契約は、確定拠出年金法に定める資産管理機
関（以下「資産管理機関」といいます。）をご契約者とし、
確定拠出年金法に定める加入者等を被保険者（保険の
対象となる方）とします。

（死亡保険金のお支払先）
死亡保険金は商品提供会社から資産管理機関に支払わ
れ、資産管理機関より被保険者の確定拠出年金法に定
める遺族に確定拠出年金法に定める死亡一時金（の一
部）として支払われます。

（ご契約の中途終了）
・死亡保険金が支払われた場合は当該被保険者に係る
返れい金は支払われません。
・保険金が支払われる事故以外の原因によって亡くなら
れた場合には、その時点での積立金残高が支払われま
す。

（保険責任開始時期）
保険責任の開始日（初回入金日の翌月１ 日）より前に生
じた事故については、保険金は支払われません。

（保険証券の発行）
この保険契約については、加入者毎に保険料領収証お
よび保険証券の発行はされません。

（事故が発生した場合の手続き）
「保険金が支払われる場合」に該当する事故が発生した
場合には直ちに商品提供会社もしくは運営管理機関に
ご連絡ください。事故の日から30 日以内にご連絡がない
場合には、保険金が支払われなくなることがありますので
ご注意ください。なお、事故状況調査および保険金の請
求等のために所定の書類を商品提供会社もしくは運営
管理機関へご提出いただくことがありますのでご注意くだ
さい。

（入金）
保証利率の適用値、積立金残高の計算（保証期間の経
過等）は、商品提供会社への入金を基準に行われます。

本商品は元本確保型の商品です

口保割割適１９９口保割割適１９９口保割割適１９９

確定拠出年金向け説明資料
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.

①

②

③ 保証期間が満了した場合は、新たな保証利率が自動的に設定されます。

④ 保証利率を上回る運用成果があった場合、契約者配当金が加算されます。

⑤

⑥

⑦

※ 事故日の属する月以後に払込まれた保険料は積立金残高には含めず、その保険料相当額を返れいします。

※ 保険金が支払われる条件等について、後記「16.保険金の支払について」をご確認ください。

⑧

※ 解約控除が適用されるケース等については、後記「14.解約控除適用の有無」をご確認ください。

【毎月の契約と自動継続のイメージ図】

※ 保証利率の設定や、返れい金の計算は単位保険ごとに行われます。（後記「注1：単位保険について」を参照。）

※ 保証利率とは、契約管理等に係る諸費用が控除された後の実質利率です。

他の運用商品への預替え（スイッチング）のため解約する場合、解約控除が適用され、返れい
金が元本（払込保険料）を下回ることもあります。
ただし、当該控除には、その時点での残高に対して１０％の上限が設定されています。

ケガによる死亡の場合には、死亡日の前月末残高に１０ ％上乗せした金額が保険金（死亡一
時金）として支払われます。

保証期間満了前に受給可能年齢となる場合（例：55歳や60歳など）に関係なく、ご購入いただく
ことができます。
なお、保証期間満了前でも老齢給付金等の受給のために解約する場合は、解約控除は適用さ
れません。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

毎月の払込保険料に対し市中金利に応じた保証利率が設定され、利率保証期間（１０年）に応
じた契約を積上げていくイメージになります。

東京海上日動のねんきん博士10年

毎月の拠出金（払込保険料）に対し「保証利率」が適用され、保証期間満了時等において利率
保証がされている積立型の保険です。

各月の保険料に適用される保証利率は、市中金利に応じて毎月決定され、保証期間において
保証されます。

老齢給付金等の受給時や離転職等による移換で解約する場合、返れい金の額は、拠出金（払
込保険料）に保証利率を上乗せした積立金残高となります。

利率保証型積立傷害保険
商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

確定拠出年金向け説明資料

口保割割適１９９

本商品は元本確保型の商品です

１．基本的性格

保証利率は、単位保険
ごとに保証されます。

保証期間満了時には、新しい
保証利率が設定されます。

＜単位保険＞

＜単位保険＞

＜単位保険＞

毎月の保険料

 １０年間の保証利率　Z3 %

     　１０年間の保証利率　Y3 %     　１０年間の保証利率　Y2 %１０年間の保証利率　Y1 %

   １０年間の保証利率　Z2 %１０年間の保証利率　Z1 %

     １０年間の保証利率　X3 %     １０年間の保証利率　X2 %１０年間の保証利率　X1 %

口保割割適１９９
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2.保険の種類 9.持分の計算方法
・

・

3.拠出単位/拠出限度額
・ 10.預替え（スイッチング）時の取扱い
・ ・

・
・

・

4.保険期間

・
5.保証利率の設定/適用
・

・

11.中途退職時の取扱い

6.保証利率の適用期間

12.運用勘定

7.契約者配当金
・ 13.損失の可能性・セーフティネットの有無

・

8.保証期間満了時の取扱い
・

・

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

保証利率は１０年間適用されます（期中で変
更することはありません）。

資産の運用が予定した利率を上回った場合
に、保証期間が満了する月の初日に積立金
残高に上乗せすることにより契約者配当金が
支払われます。
保証期間の満了以前に失効または解約され
た契約については、契約者配当金は支払わ
れません。

利率保証期間満了時における市中金利の動
向を踏まえ、新たな保証利率が自動的に設定
され、適用されます。
新たに適用される保証利率は、次の利率保証
期間満了時まで保証されます。

拠出金額は１円以上、１円単位です。
毎月の保険料は、確定拠出年金制度上の拠
出限度内であれば自由に設定できます。
　（払込の一時中断も可能です。）
他商品からの預替えについても、金額の制限
はありません。

初回分保険料の入金があった月の翌月１日
から給付の終了時まで。

保証利率は、市中金利の動向を踏まえ、毎月
設定されます。
当月の保証利率は、当月1日から末日までの
間に商品提供会社に入金された保険料に適
用されます。

※保証利率は契約管理等にかかわる諸費用を予
め差し引いた後の実質利率です。

東京海上日動のねんきん博士10年
利率保証型積立傷害保険

商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

確定拠出年金法及びその政省令に定める元
本確保型の運用方法に該当する損害保険契
約です。

積立金は、元本に、保証利率を乗じて求めた利
息相当分を加えて計算されます。
解約控除が適用される場合、積立金から解約控
除額が差し引かれた金額が持分となります。

※実際に解約の際のお受取金額等については、記録
関連運営管理機関のＷｅｂ、コールセンターでご確認
ください。

預替え（スイッチング）による解約は全部あるいは
一部について随時可能です。
解約の際には、解約返れい金として持分額が支
払われます。
預替え（スイッチング）時の市中金利と残存年数
等に応じて解約控除が適用されることがありま
す。
※解約控除が適用される条件等については、後記
「14.解約控除適用の有無」をご確認ください。
適用される解約控除額がそれまでの利息相当額
を上回り、結果として受取金額が元本を下回るこ
とがありますが、当該控除には、その時点での残
高に対して１０％の上限が設定されています。

引受保険会社が破綻した場合等には、保険金、
返れい金等の支払いが一定期間凍結されたり、
金額が削減されることがあります。
なお、経営が破綻した場合には、この保険は「損
害保険契約者保護機構」の補償対象となり、保険
金、返れい金等は原則として90％まで補償されま
す。ただし、破綻後に予定利率等の変更が行わ
れた場合には90％を下回ることがあります。
また、引受保険会社の経営が破綻した時点で、
保険料等の算出の基礎となる予定利率が主務大
臣の定める基準利率を過去5年間常に超えてい
た場合、補償割合は90％を下回ります。
(平成22年3月1日現在)
詳細については「損害保険契約者保護機構:問
い合わせ先〒101-8335東京都千代田区神田淡
路町2丁目9番地(損保会館内)tel03-3255-1635」
までお問い合わせ下さい。

本商品は特別勘定を用いた商品ではありません。

離転職などにより、個人型年金や他の企業型年
金に移換する場合には、その時点での積立金残
高が移換されます。　（解約控除はありません）。

確定拠出年金向け説明資料

本商品は元本確保型の商品です
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14.解約控除適用の有無

「解約の理由」が「預替え」の場合にのみ、解約控除が適用となります。

※

15.給付について

給付事由によって、下表の通り返れい金または、ケガによる死亡の場合に保険金が支払われます。

Ⅰ　老齢 　老齢給付金 　返れい金（積立金残高を取り崩して支払われます。）

Ⅱ　障害 　障害給付金 　返れい金（積立金残高を取り崩して支払われます。）

Ⅲ　死亡 　ケガ 　死亡一時金 　保険金（死亡日の前月末の積立金残高に10％上乗せした金額が
　支払われます。）

　病気等 　返れい金（積立金残高を取り崩して支払われます。）

※ 老齢給付金、障害給付金は年金または一時金で支払われます。
※ 老齢給付金、障害給付金を年金でお受け取りになる場合は、「積立金残高」の一部を取り崩して支払われます。
※ ケガによる死亡で死亡一時金が支払われる場合、事故日の属する月以後に払込まれた保険料は「積立金残高」

には含めず、その保険料相当額を返れいします。

16.保険金の支払について

※

※

※ 保険金が支払われない場合（免責条項）について、詳細は後記「注2：免責条項について」の通り。

保険金が
支払われる場合

事故によるケガのため事故の日からその日
を含めて１８０日以内に亡くなられた場合

この保険はケガ（急激かつ偶然な外来の事故によって身体に被った傷害）による死亡を対象とするものです。
病気による死亡は保険金支払の対象になりませんのでご注意ください。

病気による死亡を含め、保険金が支払われる事故以外の原因によって亡くなられた場合には、返れい金とし
て死亡時点での積立金残高が支払われます。

保険金が支払われない主な場合

　①故意、重過失、自殺、犯罪または闘争行為によるケガ
　②脳疾患、疾病または心神喪失によるケガ
　③無資格運転または酒酔運転中のケガ
　④地震、噴火、これらによる津波、戦争、暴動等を原因とするケガ
　⑤妊娠・出産・流産または外科的手術その他の医療処置　など

給付事由 給付の種類

東京海上日動のねんきん博士10年
利率保証型積立傷害保険

商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

確定拠出年金制度上の取り扱い

一時金
分割年金・一時金

解約の理由
①老齢給付金の受け取り

⑥預替え あり※一時金
金利上昇時に他の商品に預替えた場合は、預替え時の市中金利に応じて計算
される解約控除（時価調整）が適用されることがありますので、お支払金額が元
本（入金保険料・継続保険料）を下回ることがあります。

一時金

⑤離転職等による移換

②脱退一時金の受け取り
③死亡一時金の受け取り
④障害給付金の受け取り

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

分割年金・一時金
お受取方法

一時金

 解約控除の適用
なし

なし

なし
なし
なし

確定拠出年金向け説明資料

本商品は元本確保型の商品です

本商品での取扱い～返れい金等の種類

口保割割適１９９
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17.ご加入に当たってのご注意 注2：免責条項について

注1：単位保険について
・

・

・

次の各号に掲げる事由のいずれかによって生じた傷
害に対しては、保険金は支払われません。
(1)保険契約者*1または被保険者の故意または重大
な過失
(2)保険金を受け取るべき者*2の故意または重大な過
失。ただし、その者が死亡保険金の一部の受取人で
ある場合には、保険金を支払わないのはその者が受
け取るべき金額に限ります。
(3)被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為
(4)被保険者が次のいずれかに該当する間に生じた
事故
ｱ.法令に定められた運転資格*3を持たないで自動車
を運転している間
ｲ.酒に酔った状態*4で自動車を運転している間
ｳ.麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の影響
により正常な運転ができないおそれがある状態で自
動車を運転している間
(5)被保険者の脳疾患、疾病または心神喪失
(6)被保険者の妊娠、出産、早産または流産
(7)被保険者に対する外科的手術その他の医療処
置。ただし、外科的手術その他の医療処置によって
生じた傷害が、当会社が保険金を支払うべき傷害の
治療によるものである場合には、保険金を支払いま
す。
(8)被保険者に対する刑の執行
(9)戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、
武装反乱その他これらに類似の事変または暴動*5
(10)地震もしくは噴火またはこれらによる津波
(11)核燃料物質*6もしくは核燃料物質*6によって汚
染された物*7の放射性、爆発性その他の有害な特性
またはこれらの特性による事故
(12)(9)から(11)までの事由に随伴して生じた事故、ま
たはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故
(13)(11)以外の放射線照射または放射能汚染

*1 保険契約者が法人である場合は、その理事、取締
役または法人の業務を執行するその他の機関をいい
ます。
*2 保険金を受け取るべき者が法人である場合は、そ
の理事、取締役または法人の業務を執行するその他
の機関をいいます。
*3 運転する地における法令によるものをいいます。
*4 アルコールの影響により正常な運転ができないお
それがある状態をいいます。
*5 群衆または多数の者の集団の行動によって、全国
または一部の地区において著しく平穏が害され、治
安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。
*6 使用済燃料を含みます。
*7 原子核分裂生成物を含みます。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、加入者の皆様に
対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該保険の勧誘を目的とするものではありません。
■本資料は東京海上日動火災保険㈱が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関が作成しましたが、その正確性、安全
性を保証するものではありません。また、実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

東京海上日動のねんきん博士10年
利率保証型積立傷害保険

商品提供会社：東京海上日動火災保険株式会社

当月の保証利率は当月中に払い込まれた全ての保険料
に適用され、翌月1日時点で当月の保証利率に基づく1ヶ
月分の金利が付されることになります。
なお、保険責任の開始日は、初回分保険料の入金が
あった月の翌月１日からとなります。

適用保証利率の設定や解約控除の適用は、単位保険ご
とに行われます。したがって、加入者持分の積立金や解
約返れい金は、保険料の入金時期に対応する単位保険
ごとにまず計算され、各単位保険の計算結果を合計する
ことによって求めます。

本商品では、仕組上、毎月の保険料入金に対応して独
立した保険を設定します（これを“単位保険”と呼びま
す）。
入金された掛金等（毎月の掛金、および、他の運用商品
からの預替え金）は、新たに設定される単位保険の保険
料として充当されます。

（ご契約形態）
この保険契約は、確定拠出年金法に定める資産管理機
関（以下「資産管理機関」といいます。）をご契約者とし、
確定拠出年金法に定める加入者等を被保険者（保険の
対象となる方）とします。

（死亡保険金のお支払先）
死亡保険金は商品提供会社から資産管理機関に支払わ
れ、資産管理機関より被保険者の確定拠出年金法に定
める遺族に確定拠出年金法に定める死亡一時金（の一
部）として支払われます。

（ご契約の中途終了）
・死亡保険金が支払われた場合は当該被保険者に係る
返れい金は支払われません。
・保険金が支払われる事故以外の原因によって亡くなら
れた場合には、その時点での積立金残高が支払われま
す。

（保険責任開始時期）
保険責任の開始日（初回入金日の翌月１ 日）より前に生
じた事故については、保険金は支払われません。

（保険証券の発行）
この保険契約については、加入者毎に保険料領収証お
よび保険証券の発行はされません。

（事故が発生した場合の手続き）
「保険金が支払われる場合」に該当する事故が発生した
場合には直ちに商品提供会社もしくは運営管理機関に
ご連絡ください。事故の日から30 日以内にご連絡がない
場合には、保険金が支払われなくなることがありますので
ご注意ください。なお、事故状況調査および保険金の請
求等のために所定の書類を商品提供会社もしくは運営
管理機関へご提出いただくことがありますのでご注意くだ
さい。

（入金）
保証利率の適用値、積立金残高の計算（保証期間の経
過等）は、商品提供会社への入金を基準に行われます。

本商品は元本確保型の商品です

口保割割適１９９口保割割適１９９口保割割適１９９

確定拠出年金向け説明資料
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1.投資方針1.投資方針1.投資方針1.投資方針

10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト
2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象

3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限

4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク
当ファンドにはベンチマークはありません。

5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日
平成28年4月1日

6.信託期間6.信託期間6.信託期間6.信託期間
無期限

7.償還条項7.償還条項7.償還条項7.償還条項

11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位
１円以上１円単位

12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

8.決算日8.決算日8.決算日8.決算日 13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料
毎年3月31日（休業日の場合翌営業日） ありません。

9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬 14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額
ありません。

委託会社は、信託契約を解約することが受益者のため有利
であると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したとき
は、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了
させることができます。この場合において、委託会社は、あら
かじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。

信託報酬率は、各月ごとに決定するものとし、各月の1日から
各月の翌月の1日の前日までの信託報酬の率は、各月の前
月の最終5営業日における無担保コール翌日物レートの平
均値に0.54(税抜0.5)を乗じて得た率とします。

イ．ダイワ・マネー・マザーファンドの受益証券
※ダイワ・マネー・マザーファンドは、本邦通貨表示の公社債
を主要投資対象とします。
ロ．わが国の公社債

①マザーファンドの受益証券への投資割合には、制限を設
けません。
②株式への投資は、転換社債の転換および新株予約権の
行使等により取得したものに限ります。株式への投資割合
は、信託財産の純資産総額の30％以下とします。
③外貨建資産への投資は、行ないません。

①　信託財産において資金借入れを行なった場合、当該借入金の
利息は信託財産中より支弁します。
②　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息および信託財産にかかる監査報
酬ならびに当該監査報酬にかかる消費税等に相当する金額は、受
益者の負担とし、信託財産中から支弁します。
③　信託財産に属する有価証券等に関連して発生した訴訟係争物
たる権利その他の権利に基づいて益金が生じた場合、当該支払い
に際して特別に必要となる費用（データ処理費用、郵送料等）は、
受益者の負担とし、当該益金から支弁します。
④　信託財産で有価証券の売買を行なう際に発生する売買委託手
数料、当該売買委託手数料にかかる消費税等に相当する金額、先
物取引・オプション取引等に要する費用、信託財産に属する資産を
外国で保管する場合の費用は、信託財産中より支弁します。
（※）「信託報酬以外のコスト」については、運用状況等により変動
するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますの
で、表示することができません。

＜マザーファンドより支弁する手数料等＞
　信託財産に関する租税、有価証券売買時の売買委託手数料、先
物取引・オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場
合の費用等を支弁します。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品
の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投
資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資
信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和証券投資信託委託株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって
作成されましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

ＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオ
投資信託協会分類：追加型投信/国内/債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

信託報酬を対価とする役務の内容は、配分先に応じて、それぞれ
以下のとおりです。
委託会社：ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
販売会社：運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価

ただし、当該率が年率0.972％(税抜0.90％)を超える場合には、年
率0.972％(税抜0.90％)とし、当該率が年率0.000108％(税抜
0.0001％）を下る場合には、年率0.000108％(税抜0.0001％）としま
す。
信託報酬にかかる委託会社、販売会社、受託会社への配分は、上
記の率を次の割合で配分するものとします。

イ．マザーファンドの受益証券およびわが国の公社債を中心
に投資することにより、安定運用を行ないます。
ロ．邦貨建資産の組入れにあたっては、取得時に第二位（A-
2格相当）以上の短期格付であり、かつ残存期間が1年未満
の短期債、コマーシャル・ペーパーに投資することを基本とし
ます。

・ダイワ・マネー・マザーファンドの投資方針・ダイワ・マネー・マザーファンドの投資方針・ダイワ・マネー・マザーファンドの投資方針・ダイワ・マネー・マザーファンドの投資方針
イ．わが国の公社債を中心に安定運用を行ないます。
ロ．邦貨建資産の組入れにあたっては、取得時に第二位（A-
2格相当）以上の短期格付であり、かつ残存期間が1年未満
の短期債、コマーシャル・ペーパーに投資することを基本とし
ます。

※当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生した
とき、市況の急激な変化が予想されるとき、償還の準備に
入ったとき等ならびに信託財産の規模によっては、上記の運
用が行なわれないことがあります。

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料

委託会社 販売会社 受託会社

24.44% 66.67% 8.89%
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16.収益分配16.収益分配16.収益分配16.収益分配

17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等

18.課税関係18.課税関係18.課税関係18.課税関係
確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性

20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法

22.委託会社22.委託会社22.委託会社22.委託会社
大和証券投資信託委託株式会社

（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行ないます）

23.受託会社23.受託会社23.受託会社23.受託会社
三井住友信託銀行株式会社

 （信託財産の保管・管理を行ないます）

再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等
＜価額変動リスク＞
　当ファンドは、公社債など値動きのある証券に投資しますので、基
準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもの
ではなく、これを割込むことがあります。委託会社の指図に基づく行
為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰
属します。
　投資信託は預貯金とは異なります。
　投資者のみなさまにおかれましては、当ファンドの内容・リスクを十
分ご理解のうえお申込み下さいますよう、よろしくお願い申上げま
す。
　基準価額の主な変動要因については、次のとおりです。
①　公社債の価格変動（価格変動リスク・信用リスク）
　公社債の価格は、一般に金利が低下した場合には上昇し、金利
が上昇した場合には下落します（値動きの幅は、残存期間、発行
体、公社債の種類等により異なります。）。また、公社債の価格は、
発行体の信用状況によっても変動します。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落する
場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元本が保証
されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被ることが
あります。また、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入者
のみなさまに帰属します。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯金保険・
保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口あたりで表示されている場合は
　10,000で除してください。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の内
容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますの
で、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入の
お客様に帰属します。■当資料は、大和証券投資信託委託株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成されましたが、そ
の正確性・完全性を保証するものではありません。

ＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオＤＣダイワ・マネー・ポートフォリオ
投資信託協会分類：追加型投信/国内/債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

特に、発行体が財政難、経営不安等により、利息および償還金
をあらかじめ決定された条件で支払うことができなくなった場合
（債務不履行）、またはできなくなることが予想される場合には、
大きく下落します（利息および償還金が支払われないこともありま
す。）。
組入公社債の価格が下落した場合には、基準価額が下落する
要因となり、投資元本を割込むことがあります。
②　その他
イ．解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするため
組入証券を売却しなければならないことがあります。その際、市
場規模や市場動向によっては市場実勢を押下げ、当初期待され
る価格で売却できないこともあります。この場合、基準価額が下
落する要因となります。
ロ．ファンド資産をコール・ローン、譲渡性預金証書等の短期金
融資産で運用する場合、債務不履行により損失が発生すること
があります（信用リスク）。この場合、基準価額が下落する要因と
なります。
ハ．資金の管理にあたって費用が発生することがあり、この場合、
基準価額が下落する要因となります。

毎年3月31日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配
方針に基づいて収益の分配を行ないます。収益分配金は、自動的
に再投資されます。

金融商品取引所等における取引の停止その他やむを得ない事情
が発生した場合には、購入、換金の申込みの受付けを中止するこ
と、すでに受付けた購入の申込みを取消すことがあります。また、確
定拠出年金制度上、取得申込・解約請求を取扱いできない場合が
ありますので運営管理機関にお問い合わせください。

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・物価連動国債 愛称：うんよう博士

投資信託協会分類：追加型投信／国内／債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.投資方針

１．主に日本の物価連動国債に投資します。
２．将来のインフレリスクを回避することにより実質的な

資産価値の保全を図りつつ、安定した収益の確保を
めざします。

３．信託財産に組入れる物価連動国債の加重平均残
存期間は、2013年10月以降に発行された物価連動
国債全体の加重平均残存期間±3年の範囲内とす
ることを基本とします。

４．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.主要投資対象

主としてわが国の物価連動国債を主要投資対象として
運用する「ＴＭＡ物価連動国債マザーファンド受益証
券」に投資します。

3.主な投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
10％以下とします。外貨建資産への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の20％以下とします。

4.ベンチマーク

ありません。

5.信託設定日

2004年11月17日

6.信託期間

無期限

7.償還条項

委託会社は、信託契約の一部を解約することにより受
益権の総口数が10億口を下回ることとなった場合等に
は、受託会社と合意の上、信託契約を解約し、信託を
終了させることができます。

8.決算日

毎年10月26日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

純資産総額に対して年率0.27％(税抜0.25％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.11％、受託会社 年0.04％、
販売会社 年0.1％

10.信託報酬以外のコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.お申込単位

１円以上１円単位

12.お申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料

ありません。

14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額

ありません。

16.収益分配

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市場動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。

17.申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・物価連動国債｣の募集については、委託会社は、金融商品
取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条およ
び関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の
勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資
しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。
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確定拠出年金向け説明資料

投資信託協会分類：追加型投信／国内／債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.損失の可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.セーフティネットの有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.持分の計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.基準価額の主な変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として債券など値動きのある証券に
投資しますので、基準価額は債券市場の動向など
により変動します。基準価額の主な変動要因は以下
の通りです。

①物価変動リスク
当ファンドは、主として物価連動国債に投資します。
物価連動国債の価額は物価変動の影響を受ける
（満期時に物価が下落した場合は債券の償還金額
が元本を下回ることもあります）ため、ファンドの基準
価額の動きが必ずしも金利動向と一致しない場合が
あります。

②金利変動リスク
債券は、一般に金利が上昇した場合には価格は下
落し、反対に金利が下落した場合には価格は上昇
します。従って、金利が上昇した場合、基準価額の
下落要因となります。ただし、当ファンドのデュレー
ションがマイナスとなっている場合は金利の下落が
基準価額の下落要因となります。

③信用リスク
一般に公社債や短期金融商品等の発行体にデフォ
ルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォルト
が予想される場合には、当該公社債等の価格は大
幅に下落することになります。従って、当ファンドの
組入公社債等にデフォルトが生じた場合、またデ
フォルトが予想される場合には、当ファンドの基準価
額の下落要因となります。

④流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込みがあっ
た場合、ファンドは組入資産を売却することで解約
金額の手当てを行いますが、組入資産の市場にお
ける流動性が低いときには直前の市場価格よりも大
幅に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。
これに伴い基準価額が大きく下落することがありま
す。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・物価連動国債｣の募集については、委託会社は、金融商品
取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条およ
び関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の
勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資
しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。

東京海上セレクション・物価連動国債 愛称：うんよう博士
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・日本債券日本債券日本債券日本債券

投資信託協会分類：追加型投信／国内／債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主に日本の債券に投資します。
２．NOMURA-BPI（総合）をベンチマークとし、これを上
回る投資成果を目標とします。

３．ポートフォリオは、イールド選択（金利選択）、スプ
レッド選択および銘柄選択を付加価値の源泉として
構築します。

４．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に日本の債券を主要投資対象として運用する「ＴＭＡ
日本債券マザーファンド受益証券」に投資します。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
10％以下とします。外貨建資産への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の20％以下とします。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

NOMURA-BPI（総合）

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2002年1月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率0.5832％(税抜0.54％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.25％、受託会社 年0.04％、
販売会社 年0.25％

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・日本債券｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・日本債券日本債券日本債券日本債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として公社債など値動きのある証券
に投資しますので、基準価額は公社債市場の動向
などにより変動します。基準価額の主な変動要因は
以下の通りです。

①金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。従って、金利が上昇した場合、基準価額
の下落要因となります。ただし、当ファンドのデュ
レーションがマイナスとなっている場合は金利の下
落が基準価額の下落要因となります。

②信用リスク
一般に公社債や短期金融商品等の発行体にデフォ
ルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォルト
が予想される場合には、当該公社債等の価格は大
幅に下落することになります。従って、当ファンドの
組入公社債等にデフォルトが生じた場合、またデ
フォルトが予想される場合には、当ファンドの基準価
額の下落要因となります。

③流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・日本債券｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／債券
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・外国債券インデックス東京海上セレクション・外国債券インデックス東京海上セレクション・外国債券インデックス東京海上セレクション・外国債券インデックス

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針
１．主に外国の公社債に投資します。
２．シティ世界国債インデックス（除く日本/円ヘッジな
し･円ベース）をベンチマークとし、これに連動する投
資成果を目標とします。

３．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に外国の公社債を主要投資対象として運用する「Ｔ
ＭＡ外国債券インデックスマザーファンド受益証券」に
投資します。

3.3.3.3.主な投資制限主な投資制限主な投資制限主な投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
10％以下とします。外貨建資産への実質投資割合には、
制限を設けません。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

シティ世界国債インデックス
（除く日本/円ヘッジなし･円ベース）

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2010年４月28日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年４月15日（但し休業日の場合は翌営業日）

10.10.10.10.信託報酬以外のコスト信託報酬以外のコスト信託報酬以外のコスト信託報酬以外のコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年64.8万円））、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.お申込単位お申込単位お申込単位お申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.お申込価額お申込価額お申込価額お申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.13.13.13.お申込手数料お申込手数料お申込手数料お申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ご解約価額ご解約価額ご解約価額ご解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

取引所における取引の停止その他やむを得ない事情
があるときは、委託会社の判断でファンドの取得申込み
を中止する場合があります。また、確定拠出年金制度
上、取扱いできない場合がありますので運営管理機関
にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国債券インデックス｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24
条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資
信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購
入者に帰属します。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率0.1944％ （税抜0.18％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.08％、
受託会社 年0.02％、販売会社 年0.08％

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失の可能性損失の可能性損失の可能性損失の可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・外国債券インデックス東京海上セレクション・外国債券インデックス東京海上セレクション・外国債券インデックス東京海上セレクション・外国債券インデックス

本商品は元本確保型の商品ではありません

20.20.20.20.セーフティネットの有無セーフティネットの有無セーフティネットの有無セーフティネットの有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分の計算方法持分の計算方法持分の計算方法持分の計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額の主な変動要因等基準価額の主な変動要因等基準価額の主な変動要因等基準価額の主な変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として公社債など値動きのある証券
に投資しますので、基準価額は公社債市場の動向
などにより変動します。基準価額の主な変動要因は
以下の通りです。

①金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。したがって、金利が上昇した場合、基準
価額が下落する要因となります。

②為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金
利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他
の要因により大幅に変動することがあります。組入外
貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高
方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要
因となります。

③信用リスク
一般に、公社債や短期金融商品等の発行体にデ
フォルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォ
ルトが予想される場合には、当該公社債等の価格
は大幅に下落することになります。したがって、組入
公社債等にデフォルトが生じた場合、またデフォルト
が予想される場合には、基準価額が下落する要因と

なります。

④カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、投資方針に沿った運用
が困難となることがあります。

⑤流動性リスク
受益者から解約申込があった場合、組入資産を
売却することで解約資金の手当てを行うことがありま
す。その際、組入資産の市場における流動性が低
いときには直前の市場価格よりも大幅に安い価格で
売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準
価額が下落する要因となります。

２．シティ世界国債インデックス（除く日本/円ヘッジなし・

円ベース）との乖離リスク
当ファンドの投資成果はシティ世界国債インデックス
（除く日本/円ヘッジなし・円ベース）の動きに連動す

ることを目標としますが、両者は正確に連動するもの
ではなく、いくつかの要因により乖離が生じます。乖
離が生じる主な要因は次の通りです。
・流動性の確保その他の理由で現預金等を保有す
ること
・ファンドが構築するポートフォリオと、シティ世界国
債インデックス（除く日本/円ヘッジなし・円ベース）の

構成国、国別構成比等が一致するとは限らないこと
・ 売買委託手数料等の取引コストを負担すること
・ 信託報酬等の管理報酬を負担すること

３．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

４．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国債券インデックス｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24
条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資
信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購
入者に帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・外国債券

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.投資方針

１．主に外国の国債に投資します。
２．シティ世界国債インデックス（除く日本/円ヘッジな

し･円ベース）をベンチマークとし、これを上回る投資
成果を目標とします。

３．ポートフォリオは、国別配分、デュレーション調整、
銘柄選択を付加価値の源泉として構築します。

４．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.主要投資対象

主に外国の国債を主要投資対象として運用する「ＴＭＡ
外国債券マザーファンド受益証券」に投資します。

3.主な投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
10％以下とします。外貨建資産への実質投資割合には、
制限を設けません。

4.ベンチマーク

シティ世界国債インデックス
（除く日本/円ヘッジなし･円ベース）

5.信託設定日

2001年9月25日

6.信託期間

無期限

7.償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

純資産総額に対して年率1.1232％ （税抜1.04％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.5％、受託会社 年0.04％、
販売会社 年0.5％

10.信託報酬以外のコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円））、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.お申込単位

１円以上１円単位

12.お申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.お申込手数料

ありません。

14.ご解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.信託財産留保額

ありません。

16.収益分配

17.申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国債券｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・外国債券

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.損失の可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.セーフティネットの有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.持分の計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.基準価額の主な変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として公社債など値動きのある証券
に投資しますので、基準価額は公社債市場の動向
などにより変動します。基準価額の主な変動要因は
以下の通りです。

①金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。従って、金利が上昇した場合、当ファンド
の基準価額の下落要因となります。ただし、当ファン
ドのデュレーションがマイナスとなっている場合は金
利の下落が基準価額の下落要因となります。

②為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金
利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他
の要因により大幅に変動することがあります。組入外
貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高
方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要
因となります。

③カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、方針に沿った運用が困
難となることがあります。

④流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国債券｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券
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1.投資方針1.投資方針1.投資方針1.投資方針 9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬

2016年7月26日現在　年0.594％（税抜年0.55％）

内訳（税抜）：委託会社 年 0.30％、受託会社 年 0.04％、
　            　　販売会社 年 0.21％

10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト
2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象

3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限

11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位
1円以上1円単位

4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク
12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料
ありません。

14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額
5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日 ご売却約定日の基準価額

2008年7月30日

15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額
6.信託期間6.信託期間6.信託期間6.信託期間 ありません。

無期限

16.収益分配16.収益分配16.収益分配16.収益分配
7.償還条項7.償還条項7.償還条項7.償還条項

8.決算日8.決算日8.決算日8.決算日

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）

本商品は元本確保型の商品ではありません

新興国の公社債を実質的な主要投資対象とし、JP モルガ
ン・エマージング・マーケット・ボンド・インデックス・プラス（円
換算ベース）の中長期的な動きを概ね捉える投資成果を目
指して運用を行ないます。実質組入外貨建資産について
は、原則として為替ヘッジを行ないません。資金動向、市況
動向等によっては上記のような運用ができない場合がありま
す。

純資産総額に年0.7452％（税抜年0.69％）以内の率を乗じて得
た額

・ファンドにおいて一部解約に伴なう支払資金の手当て等を目的として
資金借入れの指図を行なった場合の、当該借入金の利息
・ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者
の立替えた立替金の利息
・ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買
委託手数料に係る消費税等相当額、先物取引・オプション取引等に要
する費用、外貨建資産の保管等に要する費用
・ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等相当額
※これらの費用等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料
率、上限額等を表示することができません。

新興国の公社債を実質的な主要投資対象とします。「実質
的な主要投資対象」とは、「新興国債券マザーファンド」を通
じて投資する、主要な投資対象という意味です。なお、公社
債等に直接投資する場合があります。

・株式への直接投資は行ないません。株式への投資は転換社債を
転換したもの等に限り、株式への投資割合は信託財産の純資産総
額の5%以内とします。
・外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。
・デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

JP モルガン・エマージング・マーケット・ボンド・インデックス・
プラス（円換算ベース）
JP モルガン・エマージング・マーケット・ボンド・インデックス・プラス（円換算ベース）は、JP Morgan
Emerging Market Bond Index (EMBI) Plus（US$ベース）をもとに、委託会社が円換算したものです。
JP モルガン・エマージング・マーケット・ボンド・インデックス・プラスは、J.P.Morgan Securities LLC
が公表している、エマージング諸国が発行する米ドル建のブレディ債、ローン、ユーロボンドを対象
としたインデックスです。

原則、毎年5月10日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ない
ます。分配金額は、基準価額水準等を勘案して委託会社が決定
します。分配金は、自動的に再投資されます。委託会社の判断
により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の
支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありま
せん。

信託期間中において、この信託契約を解約することが受益
者のため有利であると認めるとき、もしくはやむを得ない事情
が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解
約し、信託を終了させることができます。

原則、毎年5月10日（ただし、5月10日が休業日の場合は翌
営業日）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提
供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託
は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運
用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、野村アセットマネジメント株式会社
が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等
は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等 24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等

18.課税関係18.課税関係18.課税関係18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性

21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法
基準価額×保有口数

22.委託会社22.委託会社22.委託会社22.委託会社

23.受託会社23.受託会社23.受託会社23.受託会社
野村信託銀行株式会社

（ファンドの財産の保管および管理を行ないます。）

投資信託協会分類：追加型投信／海外／債券／インデックス型

野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国債券インデックスファンド（確定拠出年金向け）

本商品は元本確保型の商品ではありません

販売会社の営業日であっても、申込日当日あるいは申込
日の翌営業日が、下記のいずれかの休業日に該当する場
合には、原則、購入、換金の各お申込みができません。
ニューヨーク証券取引所／ニューヨークの銀行
金融商品取引所等における取引の停止等、その他やむを
得ない事情があるときは、購入、換金の各お申込みの受付
を中止すること、および既に受付けた購入、換金の各お申
込みの受付を取消すことがあります。また、確定拠出年金
制度上、取得申込・解約請求ができない場合がありますの
で、運営管理機関にお問い合わせください。

ファンドの基準価額は、投資を行なっている有価証券等の値動きによる影響を受
けますが、これらの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。した
がって、ファンドにおいて、投資者の皆様の投資元金は保証されているものでは
なく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがあります。な
お、投資信託は預貯金と異なります。
[債券価格変動リスク]
債券（公社債等）は、市場金利や信用度の変動により価格が変動します。ファンド
は実質的に債券に投資を行ないますので、これらの影響を受けます。特にファン
ドが実質的に投資を行なう新興国の債券価格の変動は、先進国以上に大きいも
のになることが予想されます。
[為替変動リスク]
ファンドは、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行ないませ
んので、為替変動の影響を受けます。特にファンドが実質的な投資対象とする新
興国の通貨については、先進国の通貨に比べ流動性が低い状況となる可能性
が高いこと等から、当該通貨の為替変動は先進国以上に大きいものになることも
想定されます。
※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

≪その他の留意点≫
●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オ
フ）の適用はありません。
●資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に
沿った運用ができない場合があります。
●ファンドが実質的に組み入れる有価証券の発行体において、利払いや償還金の支払いが
滞る可能性があります。
●有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の相手方の倒産等により契
約が不履行になる可能性があります。
●ファンドの基準価額と対象インデックスは、費用等の要因により、完全に一致するものでは
ありません。また、ファンドの投資成果が対象インデックスとの連動または上回ることを保証す
るものではありません。
●投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資金変動等に伴なう売買等
が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります。
●ファンドが実質的に投資する新興国においては、政治、経済、社会情勢の変化が金融市場
に及ぼす影響は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、当局による海
外からの投資規制などが緊急に導入されたり、あるいは政策の変更等により、金融市場が著
しい悪影響を被る可能性や運用上の制約を大きく受ける可能性があります。
●金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、外国為
替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情（実質的な投資対象国における非
常事態による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）があるときは、投資信託約款の規
定に従い、委託会社の判断でファンドの購入・換金の各受付けを中止すること、および既に受
付けた購入・換金の各受付けを取り消す場合があります。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落す
る場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元本が
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被る
ことがあります。また、運用により信託財産に生じた損益はすべて
購入者のみなさまに帰属します。

20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無
投資信託は預金保険の対象ではありません。投資信託は
保険ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象ではあ
りません。

注：基準価額が10,000口あたりで表示されている場合
     は10,000で除してください。

●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含
む売買益）を超えて分配を行なう場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必
ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。投資者の個別元本
（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部また
は全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。分配金は、預貯金の利息
とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当額
が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中に運用収益があった
場合においても、当該運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前
期決算日の基準価額と比べて下落することになります。

野村アセットマネジメント株式会社
（ファンドの運用の指図を行ないます。）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の
提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信
託は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金およ
び運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、野村アセットマネジメント株
式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・
データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・日本株日本株日本株日本株ＴＯＰＩＸＴＯＰＩＸＴＯＰＩＸＴＯＰＩＸ

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．TOPIXに連動する投資成果の達成を目標とします。
２．東京証券取引所第一部に上場されている銘柄を中
心に、TOPIXとの連動性を考慮し組入を行います。

３．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に日本法人の株式を主要投資対象として運用する
「ＴＭＡ日本株ＴＯＰＩＸマザーファンド受益証券」に投資
します。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式への実質投資割合には制限を設けません。
外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資産
総額の20％以下とします。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

TOPIX

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2001年9月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ｣の募集については、委託会社は、金融商品
取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条およ
び関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の
勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資
しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。

純資産総額に対して年率0.648％(税抜0.60％）
内訳（税抜）：
●純資産総額250億円以下の部分：
委託会社 年0.25％、 受託会社 年0.09％、
販売会社 年0.26％
●純資産総額250億円超の部分：
委託会社 年0.26％、 受託会社 年0.08％
販売会社 年0.26％

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式など値動きのある証券に
投資しますので、基準価額は株式市場の動向など
により変動します。基準価額の主な変動要因は以下
の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の
需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は長期的に大きく下落することがあります（発行企業
が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金
が回収できなくなることもあります｡)。組入銘柄の株
価が大きく下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。

②流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．TOPIXとの連動
当ファンドの投資成果はTOPIXの動きに連動するこ
とを目標としますが、両者は正確に連動するもので
はなく、いくつかの要因により乖離が生じます。乖離
が生じる主な要因は次の通りです。
•流動性の確保その他の理由で現預金等を保有す
ること
•東京証券取引所第一部上場銘柄を必ずしも全銘
柄保有しないこと、あるいは、保有ウェイトがTOPIX
におけるウェイトと異なること
•株式売買手数料等の取引コストを負担すること
•信託報酬等の管理報酬を負担すること

３．デリバティブ取引のリスク
当ファンドはデリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

４．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・日本株ＴＯＰＩＸ｣の募集については、委託会社は、金融商品
取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条およ
び関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の
勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資
しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に
帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式／インデックス型
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投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主に日本法人の株式に投資します。
２．TOPIXをベンチマークとして、中長期的にベンチ
マークを上回る投資成果を目標とします。

３．ポートフォリオは、セクター判断（業種配分）と銘柄選
択を付加価値の源泉として構築します。

４．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に日本法人の株式を投資対象として運用する「ＴＭＡ
日本株アクティブマザーファンド受益証券」に投資しま
す。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式への実質投資割合には制限を設けません。外貨
建資産への実質投資割合は、信託財産の純資産総額
の20％以下とします。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

TOPIX

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2001年9月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

委託会社は、信託契約の一部を解約することにより受
益権の総口数が10億口を下ることとなった場合等には、
受託会社と合意の上、信託契約を解約し、信託を終了
させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率1.62％(税抜1.5％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.70％、受託会社 年0.08％、
販売会社 年0.72％

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・日本株式｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・日本株式日本株式日本株式日本株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式など値動きのある証券に
投資しますので、基準価額は株式市場の動向など
により変動します。基準価額の主な変動要因は以下
の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の
需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は長期的に大きく下落することがあります（発行企業
が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金
が回収できなくなることもあります｡)。組入銘柄の株
価が大きく下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。

②流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブ取引のリスク
当ファンドはデリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は今後変更される可能性が
あります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・日本株式｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・外国株式インデックス東京海上セレクション・外国株式インデックス東京海上セレクション・外国株式インデックス東京海上セレクション・外国株式インデックス

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主に外国の株式に投資します。
２．MSCIコクサイ指数（円ヘッジなし・円ベース）をベン
チマークとし、これに連動する投資成果を目標としま
す。

３．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に外国の株式を主要投資対象として運用する「ＴＭＡ
外国株式インデックスマザーファンド受益証券」に投資
します。

3.3.3.3.主な投資制限主な投資制限主な投資制限主な投資制限

株式・外貨建資産への実質投資割合には制限を設け
ません。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

MSCIコクサイ指数（円ヘッジなし・円ベース）

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2010年４月28日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年４月15日（但し休業日の場合は翌営業日）

10.10.10.10.信託報酬以外のコスト信託報酬以外のコスト信託報酬以外のコスト信託報酬以外のコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年64.8万円））、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.お申込単位お申込単位お申込単位お申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.お申込価額お申込価額お申込価額お申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.13.13.13.お申込手数料お申込手数料お申込手数料お申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ご解約価額ご解約価額ご解約価額ご解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

取引所における取引の停止その他やむを得ない事情
があるときは、委託会社の判断でファンドの取得申込み
を中止する場合があります。また、確定拠出年金制度
上、取扱いできない場合がありますので運営管理機関
にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国株式インデックス｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24
条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資
信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購
入者に帰属します。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率0.216％(税抜0.20％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.09％、
受託会社 年0.02％、販売会社 年0.09％

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失の可能性損失の可能性損失の可能性損失の可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上セレクション・外国株式インデックス東京海上セレクション・外国株式インデックス東京海上セレクション・外国株式インデックス東京海上セレクション・外国株式インデックス

本商品は元本確保型の商品ではありません

20.20.20.20.セーフティネットの有無セーフティネットの有無セーフティネットの有無セーフティネットの有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分の計算方法持分の計算方法持分の計算方法持分の計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額の主な変動要因等基準価額の主な変動要因等基準価額の主な変動要因等基準価額の主な変動要因等

③カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、投資方針に沿った運用
が困難となることがあります。

④流動性リスク
受益者から解約申込があった場合、組入資産を売
却することで解約資金の手当てを行うことがあります。
その際、組入資産の市場における流動性が低いとき
には直前の市場価格よりも大幅に安い価格で売却
せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額
が下落する要因となります。

２．MSCIコクサイ指数（円ヘッジなし・円ベース）との
乖離リスク
当ファンドの投資成果はMSCIコクサイ指数（円ヘッ
ジなし・円ベース）の動きに連動することを目標としま
すが、両者は正確に連動するものではなく、いくつ
かの要因により乖離が生じます。乖離が生じる主な
要因は次の通りです 。
・流動性の確保その他の理由で現預金等を保有す
ること
・ファンドが構築するポートフォリオと、MSCIコクサ
イ指数（円ヘッジなし・円ベース）の構成国、構成
銘柄およびその構成比等が一致するとは限らない
こと
・売買委託手数料等の取引コストを負担すること
・信託報酬等の管理報酬を負担すること

３．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

４．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国株式インデックス｣の募集については、委託会社は、金
融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24
条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資
信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購
入者に帰属します。

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式など値動きのある証券に
投資しますので、基準価額は株式市場の動向など
により変動します。基準価額の主な変動要因は以下
の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状
況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、
短期的または長期的に大きく下落することがありま
す（発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合に
は、投資資金が回収できなくなることもあります。）。
組入銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が
下落する要因となります。

②為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金
利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他
の要因により大幅に変動することがあります。組入外
貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高
方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要
因となります。

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型
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東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・外国株式外国株式外国株式外国株式

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主として外国の株式を主要投資対象とする「ＴＭＡ
外国株式マザーファンド受益証券」に投資します。

２．MSCIコクサイ指数（円ヘッジなし・円ベース）をベン
チマークとし、これを上回る投資成果を目標とします。

３．ポートフォリオは、個別銘柄の調査・分析に基づいた
銘柄選択を付加価値の源泉として構築します。

４．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主として外国の株式を主要投資対象とする「ＴＭＡ外国
株式マザーファンド受益証券」に投資します。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式・外貨建資産への実質投資割合には制限を設け
ません。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

MSCIコクサイ指数（円ヘッジなし・円ベース）

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2001年9月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率1.7064％(税抜1.58％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.7％、受託会社 年0.08％、
販売会社 年0.8％

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国株式｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

②為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金
利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他
の要因により大幅に変動することがあります。組入外
貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高
方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要
因となります。

③カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、方針に沿った運用が困
難となることがあります。

④流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・外国株式｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式など値動きのある証券に
投資しますので、基準価額は株式市場の動向など
により変動します。基準価額の主な変動要因は以下
の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の
需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は長期的に大きく下落することがあります（発行企業
が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金
が回収できなくなることもあります｡)。組入銘柄の株
価が大きく下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式
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1.投資方針1.投資方針1.投資方針1.投資方針 9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬

2016年7月26日現在　年0.6048％（税抜年0.56％）

内訳（税抜）：委託会社 年 0.27％、受託会社 年 0.04％、
　            　　販売会社 年 0.25％

10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト
2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象

3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限

11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位
1円以上1円単位

4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク
12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料
ありません。

5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日 14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額
2008年7月30日 ご売却約定日の基準価額

6.信託期間6.信託期間6.信託期間6.信託期間 15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額
無期限 ありません。

7.償還条項7.償還条項7.償還条項7.償還条項 16.収益分配16.収益分配16.収益分配16.収益分配

8.決算日8.決算日8.決算日8.決算日

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）

本商品は元本確保型の商品ではありません

新興国の株式を実質的な主要投資対象とし、MSCIエマー
ジング・マーケット・インデックス（配当込み・円換算ベース）
の中長期的な動きを概ね捉える投資成果を目指します。株
式の実質組入比率は高位を保つことを基本とします。実質
組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行な
いません。資金動向、市況動向等によっては上記のような運
用ができない場合があります。

純資産総額に年0.8208％（税抜年0.76％）以内の率を乗じて得
た額

・ファンドにおいて一部解約に伴なう支払資金の手当て等を目的として
資金借入れの指図を行なった場合の、当該借入金の利息
・ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者
の立替えた立替金の利息
・ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買
委託手数料に係る消費税等相当額、先物取引・オプション取引等に要
する費用、外貨建資産の保管等に要する費用
・ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等相当額
※これらの費用等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料
率、上限額等を表示することができません。

新興国の株式（DR（預託証書）を含みます。）を実質的な主
要投資対象とします。 「実質的な主要投資対象」とは、「新
興国株式マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対
象という意味です。なお、株式等に直接投資する場合があり
ます。

・株式への実質投資割合には制限を設けません。
・外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。
・デリバティブの使用はヘッジ目的に限定しません。

MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み・円
換算ベース）
MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み・円換算ベース）は、MSCIエマージング・マー
ケット・インデックス（配当込み・ドルベース）をもとに、委託会社が円換算したものです。
MSCIエマージング・マーケット・インデックスは、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作
権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。またMSCIは、同指数の内容を変更する
権利および公表を停止する権利を有しています。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提
供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託
は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運
用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、野村アセットマネジメント株式会社
が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等
は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

信託期間中において、この信託契約を解約することが受益
者のため有利であると認めるとき、もしくはやむを得ない事情
が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解
約し、信託を終了させることができます。

原則、毎年5月10日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ない
ます。分配金額は、基準価額水準等を勘案して委託会社が決定
します。分配金は、自動的に再投資されます。委託会社の判断
により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の
支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありま
せん。

原則、毎年5月10日（ただし、5月10日が休業日の場合は翌
営業日）

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等 24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等

18.課税関係18.課税関係18.課税関係18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性

21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法
基準価額×保有口数

22.委託会社22.委託会社22.委託会社22.委託会社

23.受託会社23.受託会社23.受託会社23.受託会社
野村信託銀行株式会社

（ファンドの財産の保管および管理を行ないます。）

投資信託協会分類：追加型投信／海外／株式／インデックス型

野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）野村新興国株式インデックスファンド（確定拠出年金向け）

本商品は元本確保型の商品ではありません

販売会社の営業日であっても、下記のいずれかに該当する場合
には、原則、購入、換金の各お申込みができません。
申込日当日またはその翌営業日が香港取引決済所の休業日と
同日付の場合／申込日当日が5月3日の前営業日または前々営
業日に該当する場合／申込日当日が12月31日の前営業日また
は前々営業日に該当する場合
金融商品取引所等における取引の停止等、その他やむを得ない
事情があるときは、購入、換金の各お申込みの受付を中止するこ
と、および既に受付けた購入、換金の各お申込みの受付を取消
すことがあります。また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請
求ができない場合がありますので、運営管理機関にお問い合わ
せください。

ファンドの基準価額は、投資を行なっている有価証券等の値動きによる影響を受
けますが、これらの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。した
がって、ファンドにおいて、投資者の皆様の投資元金は保証されているものでは
なく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがあります。な
お、投資信託は預貯金と異なります。
[株価変動リスク]
ファンドは実質的に株式に投資を行ないますので、株価変動の影響を受けます。
特にファンドが実質的に投資を行なう新興国の株価変動は、先進国以上に大き
いものになることが予想されます。
[為替変動リスク]
ファンドは、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行ないませ
んので、為替変動の影響を受けます。特にファンドが実質的な投資対象とする新
興国の通貨については、先進国の通貨に比べ流動性が低い状況となる可能性
が高いこと等から、当該通貨の為替変動は先進国以上に大きいものになることも
想定されます。
※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

≪その他の留意点≫
●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オ
フ）の適用はありません。
●資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に
沿った運用ができない場合があります。
●ファンドが実質的に組み入れる有価証券の発行体において、利払いや償還金の支払いが
滞る可能性があります。
●有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の相手方の倒産等により契
約が不履行になる可能性があります。
●ファンドの基準価額と対象インデックスは、費用等の要因により、完全に一致するものでは
ありません。また、ファンドの投資成果が対象インデックスとの連動または上回ることを保証す
るものではありません。
●投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資金変動等に伴なう売買等
が生じた場合などには、ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります。
●ファンドが実質的に投資する新興国においては、政治、経済、社会情勢の変化が金融市場
に及ぼす影響は、先進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、当局による海
外からの投資規制などが緊急に導入されたり、あるいは政策の変更等により、金融市場が著
しい悪影響を被る可能性や運用上の制約を大きく受ける可能性があります。上記のような投資
環境変化の内容によっては、ファンドでの新規投資の中止や大幅な縮小をする場合がありま
す。
●金融商品取引所等における取引の停止（個別銘柄の売買停止等を含みます。）、外国為
替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情（実質的な投資対象国における非
常事態による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少等）があるときは、信託約款の規定に
従い、委託会社の判断でファンドの購入・換金の各受付けを中止すること、および既に受付け
た購入・換金の各受付けを取り消す場合があります。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落す
る場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元本が
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被る
ことがあります。また、運用により信託財産に生じた損益はすべて
購入者のみなさまに帰属します。

20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無
投資信託は預金保険の対象ではありません。投資信託は
保険ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象ではあ
りません。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の
提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信
託は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金およ
び運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、野村アセットマネジメント株
式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・
データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

注：基準価額が10,000口あたりで表示されている場合
     は10,000で除してください。

●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含
む売買益）を超えて分配を行なう場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必
ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。投資者の個別元本
（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部また
は全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。分配金は、預貯金の利息
とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当額
が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中に運用収益があった
場合においても、当該運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前
期決算日の基準価額と比べて下落することになります。

野村アセットマネジメント株式会社
（ファンドの運用の指図を行ないます。）

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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1.投資方針1.投資方針1.投資方針1.投資方針 9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬9.信託報酬

2015年10月14日現在年0.5724％（税抜年0.53％）
内訳（税抜）：委託会社 年 0.30％、受託会社 年 0.03％、
　　            　販売会社 年 0.20％

2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象2.主要投資対象

10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト10.信託報酬以外のコスト

3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限3.主な投資制限

4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク4.ベンチマーク
Ｓ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（配当込み、円換算ベース）

11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位11.お申込単位
1円以上1円単位

12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日5.信託設定日
2008年7月16日 13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料13.お申込手数料

ありません。

6.信託期間6.信託期間6.信託期間6.信託期間
無期限 14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

7.償還条項7.償還条項7.償還条項7.償還条項
15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額15.信託財産留保額

ありません。

16.収益分配16.収益分配16.収益分配16.収益分配
8.決算日8.決算日8.決算日8.決算日

信託期間中において、やむを得ない事情が発生した
とき等は、受託者と合意のうえ、信託契約を解約し、当
該信託を終了させる場合があります。

毎決算時（原則1月20日）に収益分配方針に基づき収益分配を行
ないます。分配金は、自動的に再投資されます。委託会社の判断
により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支
払いおよびその金額について示唆、保証するものではありませ
ん。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法
に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするも
のではありません。■投資信託は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基
準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客
様に帰属します。■当資料は、野村アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、
その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありませ
ん。

野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）

投資信託協会分類：追加型投信／内外／不動産投信／インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

世界各国のREITを実質的な主要投資対象とし、S&P
先進国REIT指数（配当込み、円換算ベース）の動きに
連動する投資成果を目指して運用を行ないます。
REITの実質組入比率は原則として高位を維持するこ
とを基本とします。実質組入外貨建資産については、
原則として為替ヘッジを行ないません。

世界各国の不動産投資信託証券（REIT）を実質的な
主要投資対象とします。「実質的な主要投資対象」と
は、「世界REITインデックス マザーファンド」を通じて
投資する、主要な投資対象という意味です。

・株式への直接投資は行ないません。
・外貨建資産への直接投資は行ないません。マザーファンド
を通じて実質的に投資を行なう外貨建資産への実質投資割
合には制限を設けません。
・デリバティブの直接利用は行ないません。
・投資信託証券への実質投資割合には制限を設けません。

S&P先進国REIT指数は、S&Pの持つグローバル・インデックスであるS&Pグ
ローバル株価指数から、REIT及びREITと同様の制度に基づく銘柄を抽出し
て算出するインデックスで、先進国に上場する不動産投資信託（REIT）及び同
様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて毎日算出されま
す。同指数の構成国や構成銘柄等については定期的に見直しが行なわれま
すので、変動することがあります。
「S&P先進国REIT指数」はスタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービ
シーズ エル エル シーの所有する登録商標であり、野村アセットマネジメント
に対して利用許諾が与えられています。スタンダード＆プアーズは本商品を
推奨・支持・販売・促進等するものではなく、また本商品に対する投資適格性
等に関しいかなる意思表明等を行なうものではありません。

・ファンドにおいて一部解約に伴なう支払資金の手当て等
  を目的として資金借入れの指図を行なった場合の、当該
  借入金の利息
・ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用
  および受託者の立替えた立替金の利息
・ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委
  託手数料、売買委託手数料に係る消費税等相当額、
  先物取引・オプション取引等に要する費用、
　外貨建資産の保管等に要する費用
・ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費
  税等相当額
※これらの費用等は、運用状況等により変動するものであ
り、事前に料率、上限額等を表示することができません。

原則1月20日（ただし、1月20日が休業日の場合は翌
営業日）

純資産総額に年 0.5724％（税抜 0.53％）以内の率を乗じ
て得た額

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等17.お申込不可日等 24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等24.基準価額の主な変動要因等

18.課税関係18.課税関係18.課税関係18.課税関係
確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性19.損失の可能性

21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法21.持分の計算方法
基準価額×保有口数

22.委託会社22.委託会社22.委託会社22.委託会社

23.受託会社23.受託会社23.受託会社23.受託会社
野村信託銀行株式会社
（ファンドの財産の保管および管理を行ないます。）

野村アセットマネジメント株式会社
（ファンドの運用の指図を行ないます。）

販売会社の営業日であっても、申込日当日あるいは申込日の翌
営業日が、「ニューヨーク証券取引所」の休場日に該当する場合
には、原則、購入、換金の各お申込ができません。金融商品取引
所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止
その他やむを得ない事情があるときは、委託者の判断でファンドの
受益権の取得申込・解約請求を中止等する場合があります。ま
た、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求ができない場合が
ありますので、運営管理機関にお問い合わせください。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等に
より、下落する場合があります。したがって、購入者の
みなさまの投資元本が保証されているものではなく、
基準価額の下落により、損失を被ることがあります。ま
た、運用により信託財産に生じた損益はすべて購入
者のみなさまに帰属します。

投資信託は預金保険の対象ではありません。投資信
託は保険ではなく、保険契約者保護機構の保護の対
象ではありません。

注：基準価額が10,000口あたりで表示されている場合
     は10,000で除してください。

20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無20.セーフティーネットの有無

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法
に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするも
のではありません。■投資信託は、株式や公社債等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基
準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客
様に帰属します。■当資料は、野村アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて運営管理機関によって作成されましたが、そ
の正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／不動産投信／インデックス型

野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）野村世界ＲＥＩＴインデックスファンド（確定拠出年金向け）

本商品は元本確保型の商品ではありません

ファンドの基準価額は、投資を行なっている有価証券等の値動きに
よる影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資者の
皆様に帰属します。したがって、ファンドにおいて、投資者の皆様の
投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、
損失を被り、投資元金が割り込むことがあります。なお、投資信託は
預貯金と異なります。
[ＲＥＩＴの価格変動リスク]
REITは、保有不動産の状況、市場金利の変動、不動産市況や株式
市場の動向等により、価格が変動します。ファンドは実質的にREIT
に投資を行ないますので、これらの影響を受けます。
[為替変動リスク]
ファンドは、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジ
を行ないませんので、為替変動の影響を大きく受けます。
※基準価額の変動は、上記に限定されるものではありません。

≪その他の留意点≫
●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定
（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起き
た場合には、投資方針に沿った運用ができない場合があります。
●ファンドが実質的に組み入れる有価証券の発行体において、利
払いや償還金の支払いが滞る可能性があります。
●有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の
相手方の倒産等により契約が不履行になる可能性があります。
●ファンドの基準価額と対象インデックスは、費用等の要因により、
完全に一致するものではありません。また、ファンドの投資成果が対
象インデックスとの連動または上回ることを保証するものではありま
せん。
●投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資
金変動等に伴なう売買等が生じた場合などには、ファンドの基準価
額に影響を及ぼす場合があります。
●ファンドが実質的な投資対象とするREITの中には、流動性の低
いものもあり、こうしたREITへの投資は、流動性の高い株式等に比
べて制約を受けることが想定されます。
●REITに関する法律（税制度、会計制度等）、不動産を取り巻く規
制が変更となった場合、REITの価格や配当に影響が及ぶことが想
定されます。
●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当
等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配を行なう場合があ
ります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計算期間に
おけるファンドの収益率を示唆するものではありません。投資者の個
別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況
によっては、分配金額の一部または全部が、実質的に元本の一部
払戻しに相当する場合があります。分配金は、預貯金の利息とは異
なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純
資産はその相当額が減少することとなり、基準価額が下落する要因
となります。計算期間中に運用収益があった場合においても、当該
運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は
前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。

確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料確定拠出年金向け説明資料
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上・円資産バランスファンド（年１回決算型）
愛称：円奏会（年１回決算型）

投資信託協会分類：追加型投信／国内／資産複合

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.投資方針

１．主に国内の複数の資産（債券・株式・不動産投資信
託（ＲＥＩＴ））に分散投資し、信託財産の着実な成長
と安定した収益の確保を目指します。

２．各資産への配分比率は、日本債券70％、日本株式
15％、日本ＲＥＩＴ15％を基本としますが、基準価額
の変動リスクが大きくなった場合には、株式とＲＥＩＴ
の比率を引き下げ、引き下げた部分は短期金融資
産等により運用します。

３． 当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

2.主要投資対象

主に「東京海上・円建て投資適格債券マザーファンド受
益証券」「東京海上・高配当低ボラティリティ日本株マ
ザーファンド受益証券」「ＴＭＡ日本ＲＥＩＴマザーファン
ド受益証券」に投資します。

3.主な投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
30％以下とします。外貨建資産への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の10％以下とします。

4.ベンチマーク

なし

5.信託設定日

2014年11月10日

6.信託期間

無期限

7.償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.決算日

毎年7月23日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬

純資産総額に対して年率0.9072％(税抜0.84％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.41％、
受託会社 年0.02％、販売会社 年0.41％

10.信託報酬以外のコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0108％ （上限年64.8万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.お申込単位

１円以上１円単位

12.お申込価額

ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料

ありません。

14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額

ありません。

16.収益分配

17.申込不可日

取引所における取引の停止その他やむを得ない事情
があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込みを
中止する場合があります。また、確定拠出年金制度上、
取扱いできない場合がありますので運営管理機関にお
問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上・円資産バランスファンド（年１回決算型）｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金
法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当
該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもありま
す。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益
は、購入者に帰属します。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上・円資産バランスファンド（年１回決算型）
愛称：円奏会（年１回決算型）

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.損失の可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.セーフティネットの有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.持分の計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託銀行：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.基準価額の主な変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式、公社債およびＲＥＩＴ等
値動きのある証券に投資しますので、基準価額は株
式市場、債券市場およびＲＥＩＴ市場の動向等により
変動します。基準価額の主な変動要因は以下の通
りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状
況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、
短期的または長期的に大きく下落することがありま
す（発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合に
は、投資資金が回収できなくなることもあります。）。
組入銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が
下落する要因となります。

②金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。したがって、金利が上昇した場合、基準
価額が下落する要因となります。

③信用リスク
一般に、公社債や短期金融商品等の発行体にデ
フォルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォ
ルトが予想される場合には、当該公社債等の価格
は大幅に下落することになります。したがって、組入
公社債等にデフォルトが生じた場合、またデフォルト
が予想される場合には、基準価額が下落する要因と
なります。

④ＲＥＩＴの価格変動リスク
ＲＥＩＴの価格は、ＲＥＩＴが保有する不動産の評価の
下落、不動産市況に対する見通しや需給等、さまざ
まな要因を反映して変動します。組入ＲＥＩＴの価格
が下落した場合には、基準価額が下落する要因と
なります。

⑤流動性リスク
受益者から解約申込があった場合、組入資産を売
却することで解約資金の手当てを行うことがあります。
その際、組入資産の市場における流動性が低いとき
には直前の市場価格よりも大幅に安い価格で売却
せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額
が下落する要因となります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上・円資産バランスファンド（年１回決算型）｣の募集については、委託会社
は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金
法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当
該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式等値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもありま
す。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益
は、購入者に帰属します。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／資産複合
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・バランスバランスバランスバランス３０３０３０３０

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主に国内外の複数の資産（日本株式、日本債券、
外国株式、外国債券）のマザーファンド受益証券お
よび短期金融資産へ分散投資し、中長期的な信託
財産の成長を目指します。

２．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

３．資産配分は＜基本資産配分＞を基準に、原則とし
て一定の範囲内（±５％）に変動幅を抑制します。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に「ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド受益証券」
「ＴＭＡ日本債券マザーファンド受益証券」「ＴＭＡ外国
株式マザーファンド受益証券」「ＴＭＡ外国債券マザー
ファンド受益証券」に投資します。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
45％未満とします。外貨建資産への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の45％未満とします。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

なし

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2001年9月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率1.026％(税抜0.95％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.43％、受託会社 年0.08％、
販売会社 年0.44％

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・バランス３０｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および
関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧
誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・バランスバランスバランスバランス３０３０３０３０

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託銀行：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式や公社債など値動きの
ある証券に投資しますので、基準価額は株式市場
や債券市場の動向などにより変動します。基準価額
の主な変動要因は以下の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の
需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は長期的に大きく下落することがあります（発行企業
が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金
が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株
価が大きく下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。

②金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。従って、金利が上昇した場合、基準価額
の下落要因となります。ただし、当ファンドのデュ
レーションがマイナスとなっている場合は金利の下
落が基準価額の下落要因となります。

③信用リスク
一般に公社債や短期金融商品等の発行体にデフォ
ルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォルト
が予想される場合には、当該公社債等の価格は大
幅に下落することになります。従って、当ファンドの
組入公社債等にデフォルトが生じた場合、またデ
フォルトが予想される場合には、当ファンドの基準価
額の下落要因となります。

④為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国の金利動向、
政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因に
より大幅に変動することがあります。組入外貨建資
産について、当該外貨の為替レートが円高方向に
すすんだ場合には、基準価額が下落する要因となり
ます。

⑤カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、方針に沿った運用が困
難となることがあります。

⑥流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・バランス３０｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および
関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧
誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・バランスバランスバランスバランス５０５０５０５０

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主に国内外の複数の資産（日本株式、日本債券、
外国株式、外国債券）のマザーファンド受益証券お
よび短期金融資産へ分散投資し、中長期的な信託
財産の成長を目指します。

２．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

３．資産配分は＜基本資産配分＞を基準に、原則とし
て一定の範囲内（±５％）に変動幅を抑制します。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に「ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド受益証券」
「ＴＭＡ日本債券マザーファンド受益証券」「ＴＭＡ外国
株式マザーファンド受益証券」「ＴＭＡ外国債券マザー
ファンド受益証券」に投資します。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の
70％未満とします。外貨建資産への実質投資割合は、
信託財産の純資産総額の50％未満とします。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

なし

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2001年9月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率1.2312％ （税抜1.14％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.52％、受託会社 年0.08％、
販売会社 年0.54％

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・バランス５０｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および
関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧
誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。

投資信託協会分類：追加型投信／内外／資産複合
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・バランスバランスバランスバランス５０５０５０５０

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式や公社債など値動きの
ある証券に投資しますので、基準価額は株式市場
や債券市場の動向などにより変動します。基準価額
の主な変動要因は以下の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の
需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は長期的に大きく下落することがあります（発行企業
が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金
が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株
価が大きく下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。

②金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。従って、金利が上昇した場合、基準価額
の下落要因となります。ただし、当ファンドのデュ
レーションがマイナスとなっている場合は金利の下
落が基準価額の下落要因となります。

③信用リスク
一般に公社債や短期金融商品等の発行体にデフォ
ルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォルト
が予想される場合には、当該公社債等の価格は大
幅に下落することになります。従って、当ファンドの
組入公社債等にデフォルトが生じた場合、またデ
フォルトが予想される場合には、当ファンドの基準価
額の下落要因となります。

④為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国の金利動向、
政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因に
より大幅に変動することがあります。組入外貨建資
産について、当該外貨の為替レートが円高方向に
すすんだ場合には、基準価額が下落する要因となり
ます。

⑤カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、方針に沿った運用が困
難となることがあります。

⑥流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・バランス５０｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および
関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧
誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・バランスバランスバランスバランス７０７０７０７０

本商品は元本確保型の商品ではありません

1.1.1.1.投資方針投資方針投資方針投資方針

１．主に国内外の複数の資産（日本株式、日本債券、
外国株式、外国債券）のマザーファンド受益証券お
よび短期金融資産へ分散投資し、中長期的な信託
財産の成長を目指します。

２．当ファンドの運用は、ファミリーファンド方式により行
います。従って、実質的な運用はマザーファンドで
行うこととなります。

３．資産配分は＜基本資産配分＞を基準に、原則とし
て一定の範囲内（±５％）に変動幅を抑制します。

2.2.2.2.主要投資対象主要投資対象主要投資対象主要投資対象

主に「ＴＭＡ日本株アクティブマザーファンド受益証券」
「ＴＭＡ日本債券マザーファンド受益証券」「ＴＭＡ外国
株式マザーファンド受益証券」「ＴＭＡ外国債券マザー
ファンド受益証券」に投資します。

3.3.3.3.主主主主なななな投資制限投資制限投資制限投資制限

株式への実質投資割合には制限を設けません。外貨
建資産への実質投資割合は、信託財産の純資産総額
の55％未満とします。

4.4.4.4.ベンチマークベンチマークベンチマークベンチマーク

なし

5.5.5.5.信託設定日信託設定日信託設定日信託設定日

2001年9月25日

6.6.6.6.信託期間信託期間信託期間信託期間

無期限

7.7.7.7.償還条項償還条項償還条項償還条項

信託契約の一部を解約することにより10億口を下回るこ
ととなった場合等には、受託会社と合意の上、信託契
約を解約し、信託を終了させることができます。

8.8.8.8.決算日決算日決算日決算日

毎年6月20日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.9.9.9.信託報酬信託報酬信託報酬信託報酬

純資産総額に対して年率1.4148％ （税抜1.31％）
内訳（税抜）：委託会社 年0.6％、受託会社 年0.08％、
販売会社 年0.63％

10.10.10.10.信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外信託報酬以外ののののコストコストコストコスト

信託財産の財務諸表の監査に要する費用（純資産総
額に対し、税込年率0.0054％ （上限年48.6万円） ）、信
託財産に関する租税、信託事務等に要する諸費用、受
託会社の立替えた立替金の利息、ファンドの組入有価
証券の売買委託手数料等は、受益者の負担とし、信託
財産から差し引かれます。

11.11.11.11.おおおお申込単位申込単位申込単位申込単位

１円以上１円単位

12.12.12.12.おおおお申込価額申込価額申込価額申込価額

ご購入約定日の翌営業日の基準価額

13.13.13.13.おおおお申込手数料申込手数料申込手数料申込手数料

ありません。

14.14.14.14.ごごごご解約価額解約価額解約価額解約価額

ご売却約定日の翌営業日の基準価額

15.15.15.15.信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額信託財産留保額

ありません。

16.16.16.16.収益分配収益分配収益分配収益分配

17.17.17.17.申込不可日申込不可日申込不可日申込不可日

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない
事情があるときは、委託者の判断でファンドの取得申込
みを中止する場合があります。また、確定拠出年金制
度上、取扱いできない場合がありますので運営管理機
関にお問い合わせください。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・バランス７０｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および
関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧
誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。

原則として、毎決算時に収益分配を行います。分配金
額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘
案して決定します。分配金は、無手数料で自動的に再
投資されます。
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確定拠出年金向け説明資料

東京海上東京海上東京海上東京海上セレクションセレクションセレクションセレクション・・・・バランスバランスバランスバランス７０７０７０７０

本商品は元本確保型の商品ではありません

18.18.18.18.課税関係課税関係課税関係課税関係

確定拠出年金制度上は非課税となります。

19.19.19.19.損失損失損失損失のののの可能性可能性可能性可能性

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、
下落する場合があります。したがって、購入者のみなさ
まの投資元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被ることがあります。また、運用に
より信託財産に生じた損益はすべて購入者のみなさま
に帰属します。

20.20.20.20.セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの有無有無有無有無

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象では
ありません。

21.21.21.21.持分持分持分持分のののの計算方法計算方法計算方法計算方法

解約価額×保有口数／10,000

22.22.22.22.委託会社委託会社委託会社委託会社

東京海上アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図を行います。）

23.23.23.23.受託会社受託会社受託会社受託会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）
再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

24.24.24.24.基準価額基準価額基準価額基準価額のののの主主主主なななな変動要因等変動要因等変動要因等変動要因等

1．価格変動リスク
当ファンドは、主として株式や公社債など値動きの
ある証券に投資しますので、基準価額は株式市場
や債券市場の動向などにより変動します。基準価額
の主な変動要因は以下の通りです。

①株価変動リスク
株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の
需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は長期的に大きく下落することがあります（発行企業
が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金
が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株
価が大きく下落した場合には、基準価額が下落する
要因となります。

②金利変動リスク
公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は
下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上
昇します。従って、金利が上昇した場合、基準価額
の下落要因となります。ただし、当ファンドのデュ
レーションがマイナスとなっている場合は金利の下
落が基準価額の下落要因となります。

③信用リスク
一般に公社債や短期金融商品等の発行体にデフォ
ルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォルト
が予想される場合には、当該公社債等の価格は大
幅に下落することになります。従って、当ファンドの
組入公社債等にデフォルトが生じた場合、またデ
フォルトが予想される場合には、当ファンドの基準価
額の下落要因となります。

④為替変動リスク
外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変
動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動
の影響を受けます。為替レートは、各国の金利動向、
政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因に
より大幅に変動することがあります。組入外貨建資
産について、当該外貨の為替レートが円高方向に
すすんだ場合には、基準価額が下落する要因となり
ます。

⑤カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化
等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対
して新たな規制が設けられた場合には、基準価額
が予想以上に下落したり、方針に沿った運用が困
難となることがあります。

⑥流動性リスク
受益者から短期間に相当金額の解約申込があった
場合、ファンドは組入資産を売却することで解約金
額の手当てを行いますが、組入資産の市場におけ
る流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅
に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。こ
れに伴い基準価額が大きく下落することがあります。

２．デリバティブに関わるリスク
当ファンドは、デリバティブに投資することがあります。
デリバティブの運用には、ヘッジする商品とヘッジさ
れるべき資産との間の相関性を欠いてしまう可能性、
流動性を欠く可能性、証拠金を積むことによるリスク
等様々なリスクが伴います。これらの運用手法は、
信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避する
目的のみならず、効率的な運用に資する目的でも
用いられることがありますが、実際の価格変動が委
託会社の見通しと異なった場合に当ファンドが損失
を被るリスクを伴います。

３．法令・税制・会計等の変更可能性
法令・税制・会計方法等は、今後変更される可能性
があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「東京海上セレクション・バランス７０｣の募集については、委託会社は、金融商品取
引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第24条および
関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧
誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しま
すので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属
します。
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